
  

 

議 案 及 び 説 明         
並びに参考資料         

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年９月定例会 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

池  田  市 



目        次 

 

１ 報告第 ９ 号 処分報告について ････････････････････････････････････････････････････     1 

  専決第 ５ 号 令和６年度池田市一般会計補正予算（第４号） ････････････････････････     2 

説    明 ････････････････････     4 

参    考 ････････････････････    12 

２ 報告第１０号 令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について ････････    23 

参    考 ････････････････････    25 

３ 議案第５５号 池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部改正について ････････････････    27 

説    明 ････････････････････    31 

参    考 ････････････････････    32 

４ 議案第５６号 池田市市税条例の一部改正について ････････････････････････････････････    36 

説    明 ････････････････････    41 

参    考 ････････････････････    43 

５ 議案第５７号 池田市保健福祉総合センター条例の一部改正について ････････････････････    51 

説    明 ････････････････････    53 

参    考 ････････････････････    54 

６ 議案第５８号 池田市留守家庭児童会条例等の一部改正について ････････････････････････    56 

説    明 ････････････････････    59 

参    考 ････････････････････    60 

７ 議案第５９号 池田市国民健康保険条例の一部改正について ････････････････････････････    63 

説    明 ････････････････････    66 

参    考 ････････････････････    67 

８ 議案第６０号 池田市建築基準法施行条例等の一部改正について ････････････････････････    69 

説    明 ････････････････････    72 

参    考 ････････････････････    74 

９ 議案第６１号 大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について ･･････････    83 

説    明 ････････････････････    85 

参    考 ････････････････････    86 

10 議案第６２号 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び大阪広域水道企業団規約 

の変更に関する協議について ･･････････････････････････････････････････    87 

説    明 ････････････････････    89 

参    考 ････････････････････    90 

11 議案第６３号 池田市固定資産評価審査委員会委員の選任について ･･････････････････････    91 



12 議案第６４号 令和６年度池田市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） ･･････････････    92 

説    明 ････････････････････    94 

参    考 ････････････････････   104 

13 議案第６５号 令和６年度池田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） ･･････････････   108 

説    明 ････････････････････   110 

参    考 ････････････････････   118 

14 議案第６６号 令和６年度池田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） ････････   124 

説    明 ････････････････････   126 

参    考 ････････････････････   132 

15  議案第６７号 令和６年度池田市一般会計補正予算（第５号） ･･････････････････････････   136 

説    明 ････････････････････   140 

参    考 ････････････････････   158 

16 議案第６８号 令和５年度池田市病院事業会計決算の認定について ･･････････････････････   169 

決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

17 議案第６９号 令和５年度池田市水道事業会計決算の認定について ･･････････････････････   170 

                      決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

18 議案第７０号 令和５年度池田市公共下水道事業会計決算の認定について ････････････････   171 

                        決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

19 議案第７１号 令和５年度池田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について ･･････   172 

                        決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 



20 議案第７２号 令和５年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について ････････････   173 

                         決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

21 議案第７３号 令和５年度池田市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について ･･････   174 

                         決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

22 議案第７４号 令和５年度池田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定について ･･･   175 

                        決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 

23 議案第７５号 令和５年度池田市一般会計歳入歳出決算の認定について ･･････････････････   176 

                         決  算  書 ････････････････････ 別冊 

説   明   書 ････････････････････ 別冊 

説明参考資料 ････････････････････ 別冊 

審査意見書あ････････････････････ 別冊 



報告第９号 

 

 

処分報告について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下

記の事項について次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

記 

 

令和６年度池田市一般会計補正予算（第４号） 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

理  由 

市税の償還金発生に伴い、予算化する必要が生じたので専決処分したもの

である。 
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専決第５号

　令和６年度池田市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

　４５,０７５,５１６千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和６年７月３１日　専決処分

令和６年度池田市一般会計補正予算（第４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２３０,０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ
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報告第９号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ４ 号

令和６年度
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参 考 資 料
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（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 25,200,977     ─  　 25,200,977     

人　  件　  費 9,459,186     ─  　 9,459,186     

扶　  助　  費 11,419,546     ─  　 11,419,546     

公　  債　  費 4,322,245     ─  　 4,322,245     

 投 資 的 経 費 2,843,168     ─  　 2,843,168     

 そ　   の   　他 16,801,371     230,000     17,031,371     

物　  件　  費 7,871,418     ─  　 7,871,418     

そ　  の　  他 8,929,953     230,000     9,159,953     

44,845,516     230,000     45,075,516     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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報告第１０号 

 

 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和５年度決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率について、次のとおり報告する。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

 池田市長 瀧 澤 智 子           
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令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

 
 
○ 健全化判断比率 

（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和５年度 ─── ─── ２．０ ─── 

早期健全化基準 １２．１６ １７．１６ ２５．０ ３５０．０ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」を

表示。 

 
 
 
○ 資金不足比率（公営企業） 

（単位：％） 

 病 院 事 業 会 計 水 道 事 業 会 計 公共下水道事業会計 

令和５年度 ─── ─── ─── 

経営健全化基準 ２０．０ ２０．０ ２０．０ 

 

※ 資金不足額がない場合は「－」を表示。 
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報告第１０号  参  考 

 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）について 

 ・平成１９年６月制定 

 ・毎年度における健全化判断比率及び資金不足比率の公表 

 ・比率に応じた地方公共団体の財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の

経営の健全化の促進 

 

２ 財政健全化法制定の背景 

 ・分かりやすい財政情報の開示等 

   フ ロ ー 指 標 … 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率 

   ストック指標 … 将来負担比率（公社等を含めた実質的負債による指標） 

 ・早期是正機能の制度化等による旧法（財政再建法）の改善 

 

３ 早期健全化基準・財政再生基準 

  （地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令） 

令和５年度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 １２．１６％ １７．１６％ ２５．０％ ３５０．０％ 

財政再生基準  ２０．００％ ３０．００％ ３５．０％  

 

４ 早期健全化段階で行うこと （財政健全化法第４条第２項） 

 ・自主的な改善努力による財政健全化 

 ・財政健全化計画の策定及び議会の議決 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （達成が著しく困難と認められる場合は、総務大臣又は知事による必要な勧告） 

 

５ 財政の再生段階で行うこと （財政健全化法第８条第３項） 

 ・国等の関与による確実な再生 

 ・財政再生計画の策定 

  （議会の議決及び公表並びに総務大臣との協議及び総務大臣の同意） 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （運営が計画に適合しないと認められる場合は、総務大臣による予算の変更等必

要な措置の勧告） 

 ・起債の制限等 
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６ 健全化判断比率の算定 

 ① 実質赤字比率 

   一般会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 ② 連結実質赤字比率 

   各会計の実質赤字（黒字）額又は資金不足（剰余）額の合計の標準財政規模に

対する比率（財産区特別会計を除く。） 

 

 ③ 実質公債費比率 

   一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 ④ 将来負担比率 

   一般会計が将来負担すべき負債（将来負担額）の標準財政規模に対する比率 

    ・将来負担額 

      地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、 

      公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額 

    ・将来負担額から控除するもの 

      基金等の充当可能財源、特定歳入見込額（都市計画税）、 

      地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 

 

７ 資金不足比率（公営企業） 

 ・経営健全化基準（２０％）以上となった場合は、「４ 早期健全化段階で行うこ

と」と同様の措置（「財政健全化」を「経営健全化」に読み替える。） 

 ・比率の算定については、下記のとおり 

  （地方公営企業法適用事業） 事業の規模に占める資金の不足額の割合 

   病院事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（医業収益） 

   水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益－受託工事収益） 

   公共下水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益） 
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議案第５５号 

 

 

池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部改正について 

 

 

池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

コンビニエンスストア等に設置された多機能端末機による各種証明書等の

交付に係るサービスの利用を促進すべく、当該交付に係る手数料の額を引き

下げるため、関係条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

（池田市印鑑条例の一部改正） 

第１条 池田市印鑑条例（昭和５１年池田市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１７条を次のように改める。 

（手数料） 

第１７条 印鑑登録証の交付（再交付を含む。）に係る手数料の額は、３０

０円とする。 

２ 印鑑登録証明書の交付に係る手数料の額は、１件につき３００円（第１

４条第４項の規定による申請に対する交付の場合にあっては、２００円）

とする。 

３ 前２項の手数料は、減免しない。 

（池田市手数料条例の一部改正） 

第２条 池田市手数料条例（昭和５１年池田市条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条に次の１項を加える。 

２ 多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回路で接続された民間事業

者が設置する端末機で証明等に係る文書を交付する機能を有するものをい

う。以下同じ。）により証明等に係る文書を交付する場合における手数料

については、前項の規定は適用しない。 

別表の１の項を次のように改める。 

 

 

１ (1) 納税に関する証明（次項(1)の証

明を除く。） 

１件につき ３００円

（多機能端末機による
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別表の２の項の中欄を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

別表の３の項中「市税の申告」を「納付」に改め、「証明」の次に「（租

税に係るものを除く。）」を加え、同表の７の項中「３００円」の次に

「（多機能端末機による場合にあっては、２００円）」を加え、同表の２１

の項中「４５０円」の次に「（多機能端末機による場合にあっては、３５０

円）」を加え、同表の備考第１項及び第２項を次のように改める。 

１ １の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) １の項(1)の証明については、税目及び年度ごとに１件とする。

ただし、２以上の税目を合わせて賦課徴収するものにあっては、こ

れを１税目とみなす。 

(2) １の項(2)及び(3)の証明については、年度ごとに１件とする。 

２ ２の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) ２の項(1)の証明については、１通につき１件とする。 

(2) ２の項(2)の証明（固定資産を所有しないことの証明を除く。）

については、土地は１筆、家屋は１棟又は１戸をもってそれぞれ１

件とし、２件以上の土地について一括し、又は２件以上の家屋につ

いて一括して証明する場合は、それぞれ２件目以降の手数料の額は

 (2) 所得に関する証明 

(3) 個人の市民税及び府民税並びに

森林環境税の課税に関する証明 

場合にあっては、２０

０円） 

(1) 市税に未納がないこと又は市税

の滞納処分を受けたことがないこと

に関する証明 

(2) 固定資産税及び都市計画税の課

税又はその課税に係る固定資産に関

する証明 
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１件につき１５０円とする。この場合において、これらの取扱いは、

年度による事項に関する証明については年度ごとによるものとする。 

附 則 

この条例は、令和６年１１月１日から施行する。 
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議案第５５号  説  明 

 

池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部改正について 

 

１ 池田市印鑑条例（昭和５１年池田市条例第２１号）の一部改正〔第１条関

係〕 

コンビニエンスストア等に設置された多機能端末機（以下「多機能端末機」

という。）における印鑑登録証明書の交付に係る手数料の額について３００

円から２００円に引き下げるとともに、所要の規定の整備を行うものである

こと。 

（第１７条関係） 

２ 池田市手数料条例（昭和５１年池田市条例第２２号）の一部改正〔第２条

関係〕 

(1) 多機能端末機により証明書等の交付を行う場合の手数料は減免しないこ

とについて明記するものであること。 

（第７条関係） 

(2) 多機能端末機における各種証明書等の交付に係る手数料の額について、

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書にあっては４５０円から３５０円

に、納税に関する証明書、所得に関する証明書、個人の市民税及び府民税

並びに森林環境税の課税に関する証明書又は住民票若しくは戸籍の附票の

写しにあっては３００円から２００円に引き下げるとともに、所要の規定

の整備を行うものであること。 

（別表関係） 

３ この条例は、令和６年１１月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５５号  参  考 

池田市印鑑条例及び池田市手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前        改        正        後 

  １ 池田市印鑑条例 

第１条～第１６条 （略） 

（印鑑登録及び証明の手数料） 

第１７条 印鑑登録及び証明の手数料は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 印鑑登録証にあっては３００円 

(2) 印鑑登録証明書１枚につき３００円 

２ 前項各号の手数料は免除しない。 

 

 

第１８条～第２１条 （略） 

  ２ 池田市手数料条例 

第１条～第６条 （略） 

（減免） 

第７条 （略） 

 

 

 

  １ 池田市印鑑条例 

第１条～第１６条 （略） 

（手数料） 

第１７条 印鑑登録証の交付（再交付を含む。）に係る手数料の額は、３００

円とする。 

２ 印鑑登録証明書の交付に係る手数料の額は、１件につき３００円（第１４

条第４項の規定による申請に対する交付の場合にあっては、２００円）とす

る。 

３ 前２項の手数料は、減免しない。 

第１８条～第２１条 （略） 

  ２ 池田市手数料条例 

第１条～第６条 （略） 

（減免） 

第７条 （略） 

２ 多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回路で接続された民間事業者

が設置する端末機で証明等に係る文書を交付する機能を有するものをいう。

以下同じ。）により証明等に係る文書を交付する場合における手数料につい

 
-
 
3
2
 
-



        改        正        前        改        正        後 

 

第８条 （略） 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては、前項の規定は適用しない。 

第８条 （略） 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 租税、その他の諸収入金に関する証明 １件につき ３００円 

 

 

 

 

２ 土地、建物等課税物件に関する証明 

 

 

 
（略） 

３ 市税の申告に関する証明 

 

４～６ （略） 

７ 住民票又は戸籍の附票の写しの交付 １通につき ３００円 

 

 

 

８～２

０ 
（略） 

１ (1) 納税に関する証明（次項(1)の証明を除

く。） 

(2) 所得に関する証明 

(3) 個人の市民税及び府民税並びに森林環境

税の課税に関する証明 

１件につき ３００円

（多機能端末機による

場合にあっては、２０

０円） 

２ (1) 市税に未納がないこと又は市税の滞納処

分を受けたことがないことに関する証明 

(2) 固定資産税及び都市計画税の課税又はそ

の課税に係る固定資産に関する証明 
（略） 

３ 納付に関する証明（租税に係るものを除

く。） 

４～６ （略） 

７ 住民票又は戸籍の附票の写しの交付 １通につき ３００円

（多機能端末機による

場合にあっては、２０

０円） 

８～２

０ 
（略） 

 
-
 
3
3
 
-



        改        正        前        改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 備考 

１ １の項の証明については、租税その他の諸収入金の種類及び年度ごと

に１件とする。ただし、土地は１筆ごとに、建物は１棟又は１戸ごとに

証明を必要とするときは、１筆、１棟又は１戸をもって１件とし、その

数が２個以上のときは、１個を加えるごとに１５０円を増徴する。 

 

２ ２の項の証明については、１筆、１棟又は１戸ごとに証明を必要とす

るときは、１筆、１棟又は１戸をもって１件とし、その数が２個以上の

ときは、１個を加えるごとに、１５０円を増徴する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 

１ １の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) １の項(1)の証明については、税目及び年度ごとに１件とする。た

だし、２以上の税目を合わせて賦課徴収するものにあっては、これを

１税目とみなす。 

(2) １の項(2)及び(3)の証明については、年度ごとに１件とする。 

２ ２の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) ２の項(1)の証明については、１通につき１件とする。 

(2) ２の項(2)の証明（固定資産を所有しないことの証明を除く。）に

ついては、土地は１筆、家屋は１棟又は１戸をもってそれぞれ１件と

し、２件以上の土地について一括し、又は２件以上の家屋について一

括して証明する場合は、それぞれ２件目以降の手数料の額は１件につ

き１５０円とする。この場合において、これらの取扱いは、年度によ

２１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気ディ

スクをもって調製された戸籍に記録されてい

る事項の全部若しくは一部を証明した書面

（以下「戸籍証明書」という。）の交付 

１通につき ４５０円 

２２～

５１ 
（略） 

２１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気ディ

スクをもって調製された戸籍に記録されてい

る事項の全部若しくは一部を証明した書面

（以下「戸籍証明書」という。）の交付 

１通につき ４５０円

（多機能端末機による

場合にあっては、３５

０円） 

２２～

５１ 
（略） 

 
-
 
3
4
 
-



        改        正        前        改        正        後 

 

３～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る事項に関する証明については年度ごとによるものとする。 

３～６ （略） 

 

 
-
 
3
5
 
-



議案第５６号 

 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

地方税法等の一部を改正する法律の施行等に伴い、本条例の一部を改正す

るものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市市税条例（平成１７年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

第２４条の２第１項中「第２号に掲げる寄附金」の次に「、所得税法第７８

条第２項第４号に規定する公益信託の信託財産とするために支出した当該公益

信託に係る信託事務に関連する寄附金のうちその信託が終了した場合において

その信託財産が市に帰属するもの」を加え、「若しくは金銭」を削り、同項第

９号を削り、同項第１０号を同項第９号とする。 

第３０条の３第１項中「支払もの」を「支払者」に改める。 

第４８条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を

加える。 

 ただし、市長がその申請書及び証明する書類（以下この項において「申請

書等」という。）をその者から提出させることが大規模な災害その他これに

準ずる程度の事態により困難であると認める場合であって、その者から減免

を受けようとする意思及び申請書等に記載すべき事項を確認することができ

るときは、その確認をもって申請書等の提出に代えることができる。 

第４８条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改める。 

第６４条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

第８１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項ただし書中「書類

（」の次に「以下」を加え、同条第３項中「によって」を「により」に、「に

おいては」を「には」に改める。 

第１２２条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書
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を加える。 

 ただし、市長がその申請書及び証明する書類（以下この項において「申請

書等」という。）をその者から提出させることが大規模な災害その他これに

準ずる程度の事態により困難であると認める場合であって、その者から減免

を受けようとする意思及び申請書等に記載すべき事項を確認することができ

るときは、その確認をもって申請書等の提出に代えることができる。 

第１２２条第３項中「によって」を「により」に改める。 

附則第５条の２を削る。 

附則第１３条の２中第１７項を第１９項とし、第１４項から第１６項までを

２項ずつ繰り下げ、第１３項を第１４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１５ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

附則第１３条の２中第１２項を第１３項とし、第７項から第１１項までを１

項ずつ繰り下げ、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は、７分の６とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第６４条の改正規定 令和７年４月１日 

(2) 第２４条の２第１項の改正規定及び附則第５条の２を削る改正規定並び

に次条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の

日の属する年の翌年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条

 - 38 -



第１項の規定の適用がある場合における前条第２号に掲げる規定による改正

後の池田市市税条例第２４条の２第１項の規定の適用については、同項中

「関連する寄附金」とあるのは、「関連する寄附金（所得税法等の一部を改

正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７８

条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の池田市市税条

例（次条第１項において「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する

部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度

分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地

方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び次条第２項におい

て「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネル

ギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号。次

条第２項において「都市再生特別措置法等改正法」という。）の施行の日か

ら令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規

定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資

産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部

分は、令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分

までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 都市再生特別措置法等改正法の施行の日から令和６年３月３１日までの間
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に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等向上施設等

の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例

による。 
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議案第５６号  説  明 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

１ 市民税関係 

(1) 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）及び所得税法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第８号）の施行に伴い、個人の市民税の寄

附金税額控除に係る規定について、所要の整備を行うものであること。 

（第２４条の２関係） 

(2) 大規模な災害等により市民税の減免を受けようとする者が申請書を提出

することが困難である場合であって、減免を受けようとする意思及び申請

書に記載すべき事項を確認できるときは、その確認をもって申請書の提出

に代えることができることとするものであること。 

（第４８条関係） 

(3) 公益信託に関する法律の施行に合わせて、規定の整備を行うものである

こと。 

（旧附則第５条の２関係） 

２ 固定資産税等関係 

(1) 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）の一部改正に伴い、固定資産

税の非課税の適用を受けようとする者がすべき申告の規定中引用条項を改

めるものであること。 

（第６４条関係） 

(2) 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）について、次の整備を行

うものであること。 

ア 再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置

のうち、バイオマス発電設備の一部につき新たな適用区分が設けられた
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ことに伴い、当該区分に係る特例措置の割合を定めるものであること。 

イ 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）の規定に基づく一体

型滞在快適性等向上事業（一体型ウォーカブル事業）により令和６年４

月１日から令和８年３月３１日までの間に整備した特定の滞在快適性等

向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税又は都市計

画税の課税標準の特例措置が規定されたことに伴い、当該特例措置の割

合を定めるものであること。 

（附則第１３条の２関係） 

３ 特別土地保有税関係 

大規模な災害等により特別土地保有税の減免を受けようとする者が申請書

を提出することが困難である場合であって、減免を受けようとする意思及び

申請書に記載すべき事項を確認できるときは、その確認をもって申請書の提

出に代えることができることとするものであること。 

（第１２２条関係） 

４ 施行期日等 

この条例は、公布の日から施行するものであること。ただし、２の(1)に

ついては令和７年４月１日から、１の(1)及び(3)については公益信託に関す

る法律の施行の日の属する年の翌年の１月１日から施行するものであること。

また、所要の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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. 

 議案第５６号  参  考 

  池田市市税条例の一部を改正する条例（案）対照表 

改        正        前 改        正        後 

第１条～第２４条 （略） 

（寄附金税額控除） 

第２４条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１

号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金（市内に事務所又は事業

所を有する法人に対するものに限る。）若しくは金銭のうち市民の福祉の増

進に寄与するものとして規則で定めるものを支出した場合には、同項に規定

するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規

定する特例控除対象寄附金（以下「特例控除対象寄附金」という。）を支出

した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以

下この項において「控除額」という。）をその者の第２２条及び前条の規定

を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合において、

当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の

額に相当する金額とする。 

 

 

(1)～(8) （略） 

(9) 所得税法第７８条第３項に規定する特定公益信託の信託財産とするため

第１条～第２４条 （略） 

（寄附金税額控除） 

第２４条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１

号及び第２号に掲げる寄附金、所得税法第７８条第２項第４号に規定する公

益信託の信託財産とするために支出した当該公益信託に係る信託事務に関連

する寄附金のうちその信託が終了した場合においてその信託財産が市に帰属

するもの又は次に掲げる寄附金（市内に事務所又は事業所を有する法人に対

するものに限る。）のうち市民の福祉の増進に寄与するものとして規則で定

めるものを支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額

（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金（以

下「特例控除対象寄附金」という。）を支出した場合にあっては、当該控除

すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第２２条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を

超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

(1)～(8) （略） 

 

 
-
 
4
3
 
-



. 

改        正        前 改        正        後 

に支出した金銭であって、その信託終了の場合において、その信託財産が

市に帰属するもの 

(10) （略） 

２ （略） 

第２５条～第３０条の２ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３０条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申

告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下

この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、特定

配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である者に限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５０条に規定する退

職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号にお

いて同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であ

って退職手当等に係る所得を有するものに限る。）を有するもの（以下この

条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定す

る公的年金等の支払もの（以下この条において「公的年金等支払者」とい

 

 

(9) （略） 

２ （略） 

第２５条～第３０条の２ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３０条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申

告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下

この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、特定

配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である者に限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５０条に規定する退

職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号にお

いて同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であ

って退職手当等に係る所得を有するものに限る。）を有するもの（以下この

条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定す

る公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい

 
-
 
4
4
 
-



. 

改        正        前 改        正        後 

う。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則

で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金

等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） 

２～５ （略） 

第３１条～第４７条 （略） 

 （市民税の減免） 

第４８条 （略） 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

う。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則

で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金

等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） 

２～５ （略） 

第３１条～第４７条 （略） 

（市民税の減免） 

第４８条 （略） 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類

を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長がその申請書及び

証明する書類（以下この項において「申請書等」という。）をその者から提

出させることが大規模な災害その他これに準ずる程度の事態により困難であ

ると認める場合であって、その者から減免を受けようとする意思及び申請書

等に記載すべき事項を確認することができるときは、その確認をもって申請

書等の提出に代えることができる。 

 (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 
-
 
4
5
 
-



. 

改        正        前 改        正        後 

第４９条～第６３条 （略） 

第６４条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却資産については同号及

び第５号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却資産が

学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項

の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉法

人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条

の公的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項に規定する医療法人、公

益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法

第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同

じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該

当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、

健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若し

くは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工

士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成所を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置するもの、公

第４９条～第６３条 （略） 

第６４条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び第４号に、償却資産については同号及

び第５号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却資産が

学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第１５２条第５

項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉

法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１

条の公的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項に規定する医療法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税

法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同

じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該

当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、

健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若し

くは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工

士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成所を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置するもの、公

 
-
 
4
6
 
-



. 

改        正        前 改        正        後 

益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年

法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若

しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条において

「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合においては当該

土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証

明する書面を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) （略） 

第６５条～第８０条 （略） 

（固定資産税の減免） 

第８１条 （略） 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長がその申請

書及び証明する書類（この項において「申請書等」という。）をその者から

提出させることが困難であると認める場合であって、その者から減免を受け

ようとする意思及び申請書等に記載すべき事項を確認することができるとき

は、その確認をもって申請書等の提出に代えることができる。 

 (1)～(5) （略） 

３ 第１項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅し

益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年

法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若

しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条において

「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合においては当該

土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証

明する書面を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) （略） 

第６５条～第８０条 （略） 

（固定資産税の減免） 

第８１条 （略） 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長がその申請

書及び証明する書類（以下この項において「申請書等」という。）をその者

から提出させることが困難であると認める場合であって、その者から減免を

受けようとする意思及び申請書等に記載すべき事項を確認することができる

ときは、その確認をもって申請書等の提出に代えることができる。 

 (1)～(5) （略） 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した

 
-
 
4
7
 
-



. 

改        正        前 改        正        後 

た場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

第８２条～第１２１条の２ （略） 

（特別土地保有税の減免） 

第１２２条 （略） 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限

までに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証

明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

第１２３条～第１４２条 （略） 

附 則 

第１条～第５条 （略） 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

第８２条～第１２１条の２ （略） 

（特別土地保有税の減免） 

第１２２条 （略） 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長がその申

請書及び証明する書類（以下この項において「申請書等」という。）をその

者から提出させることが大規模な災害その他これに準ずる程度の事態により

困難であると認める場合であって、その者から減免を受けようとする意思及

び申請書等に記載すべき事項を確認することができるときは、その確認をも

って申請書等の提出に代えることができる。 

 (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅

した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

第１２３条～第１４２条 （略） 

附 則 

第１条～第５条 （略） 
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. 

改        正        前 改        正        後 

第５条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６項から

第１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）の規定によりみなして適用する場合を含む。）の

規定の適用を受けた同条第３項に規定する公益法人等（同条第６項から第１

１項までの規定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法人を含

む。）を同条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、令附

則第３条の２の３で定めるところにより、これに同項に規定する財産（同法

第４０条第６項から第１１項までの規定により特定贈与等に係る財産とみな

される資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の

金額に係る市民税の所得割を課する。 

第６条～第１３条 （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～６ （略） 

 

 

７～１３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条～第１３条 （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～６ （略） 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は、７分の６とする。 

８～１４ （略） 

１５ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。 
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. 

改        正        前 改        正        後 

１４～１７ （略） 

第１４条～第５６条 （略） 

１６～１９ （略） 

第１４条～第５６条 （略）  
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議案第５７号 

 

 

池田市保健福祉総合センター条例の一部改正について 

 

 

池田市保健福祉総合センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

池田市保健福祉総合センターの一部の施設について、名称を変更し、及び

廃止するため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市保健福祉総合センター条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市保健福祉総合センター条例（平成２０年池田市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１ＩＴ講習会室の項中「ＩＴ講習会室」を「講習会室」に改め、同表

備考２の表研修室の項中「、２―３」及び「、４―１」を削り、同表多目的室

の項中「、４―２」を削り、同表センター作業室の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年１月１日から施行する。ただし、別表第１ＩＴ講習会

室の項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 

 - 52 -



 

議案第５７号  説  明 

 

池田市保健福祉総合センター条例の一部改正について 

 

１ 池田市保健福祉総合センターの施設について、次の整備を行うものである

こと。 

 (1) ＩＴ講習会室の名称を講習会室に変更するものであること。 

 (2) 研修室及び多目的室の一部並びにセンター作業室を廃止するものである

こと。 

（別表第１関係） 

２ この条例は、令和７年１月１日から施行するものであること。ただし、１

の(1)については、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５７号  参  考 

池田市保健福祉総合センター条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表第１（第１０条、第１２条関係） 

 センター会議室等使用料 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

  １ （略） 

  ２ 「その他の会議室」とは、次の表に掲げる施設をいう。 

 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１（第１０条、第１２条関係） 

 センター会議室等使用料 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

  １ （略） 

  ２ 「その他の会議室」とは、次の表に掲げる施設をいう。 

 

 

 

 

時間区分 

 

種別 

午前９時

～正午 

午後１時

～午後５

時 

午後６時

～午後９

時 

午前９時

～午後５

時 

午後１時

～午後９

時 

午前９時

～午後９

時 

大会議室～会

議室(3) 

（略） 
ＩＴ講習会室 

健康教育室～

その他の会議

室 

時間区分 

 

種別 

午前９時

～正午 

午後１時

～午後５

時 

午後６時

～午後９

時 

午前９時

～午後５

時 

午後１時

～午後９

時 

午前９時

～午後９

時 

大会議室～会

議室(3) 

（略） 
講習会室 

健康教育室～

その他の会議

室 

種別 部屋番号 

会議室 （略） 

研修室 ２―１、２―２、２―３、３―１、３―２、４―１ 

多目的室 ３―１、４―１、４―２ 

種別 部屋番号 

会議室 （略） 

研修室 ２―１、２―２、３―１、３―２ 

多目的室 ３―１、４―１ 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

別表第２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２ （略） 

 

 

 

 

センター作業室                         

相談室・作業室 （略） 

 

相談室・作業室 （略） 
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議案第５８号 

 

 

池田市留守家庭児童会条例等の一部改正について 

 

 

池田市留守家庭児童会条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

池田市留守家庭児童会について、従来は経過措置により小学校等の第１学

年から第３学年までに属する児童を優先して入会させることとしていたとこ

ろ、実施場所の整備が進み、その優先に係る学年を第１学年から第４学年ま

でとするほか、入会資格の整備等を行うため、関係条例の一部を改正するも

のである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市留守家庭児童会条例等の一部を改正する条例（案） 

 

（池田市留守家庭児童会条例の一部改正） 

第１条 池田市留守家庭児童会条例（平成１６年池田市条例第５号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第１項第２号中「（昭和２２年法律第２６号）」の次に「第１条」

を加え、「小学校又は」を「小学校、」に改め、「前期課程」の次に「又は

特別支援学校の小学部（以下「小学校等」という。）」を加える。 

第４条中「児童会に入会しようとする者」を「児童を児童会に入会させよ

うとする保護者」に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附

則に次の１項を加える。 

（入会の優先に関する特例） 

２ 当分の間、第３条第１項に規定する入会資格を有する児童で次に掲げる

ものを優先的に児童会に入会させるものとする。 

(1) 小学校等の第１学年から第４学年までに属する児童 

(2) 小学校等の第５学年又は第６学年に属する児童であって、次のいずれ

かに該当するもの 

ア 学校教育法第１条に規定する特別支援学校の小学部に在籍する児童 

イ 学校教育法第８１条に規定する特別支援学級に在籍する児童 

ウ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定す

る身体障害者手帳又は療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生

省発児第１５６号）に規定する療育手帳の交付を受けている児童 

エ アからウまでに掲げる児童に準ずる児童として市長が認める児童 

 - 57 -



（池田市留守家庭児童会条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 池田市留守家庭児童会条例の一部を改正する条例（平成３０年池田市

条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「当分」を「令和７年３月３１日まで」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条中池田市留守

家庭児童会条例第４条の改正規定及び第２条の規定は、公布の日から施行する。 
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議案第５８号  説  明 

 

池田市留守家庭児童会条例等の一部改正について 

 

１ 池田市留守家庭児童会条例（平成１６年池田市条例第５号）の一部改正

〔第１条関係〕 

 (1) 池田市留守家庭児童会（以下「児童会」という。）の入会資格の整備を

行うものであること。 

（第３条関係） 

 (2) 文言の整備を行うものであること。 

（第４条関係） 

 (3) 当分の間小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の

第１学年から第４学年までに属する児童及び特別支援学級に在籍する児童

等児童会の実施が必要な児童を優先的に児童会に入会させるとする特例を

定めるものであること。 

（附則第２項関係） 

２ 池田市留守家庭児童会条例の一部を改正する条例（平成３０年池田市条例

第１５号）の一部改正〔第２条関係〕 

  小学校又は義務教育学校の前期課程の第１学年から第３学年までに属する

児童を優先的に児童会に入会させるとする経過措置の適用期間を令和７年３

月３１日までとするものであること。 

（附則第２項関係） 

３ この条例は、令和７年４月１日から施行するものであること。ただし、１

の(2)及び２については、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５８号  参  考 

池田市留守家庭児童会条例等の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

１ 池田市留守家庭児童会条例 

第１条・第２条 （略） 

 （入会資格） 

第３条 児童会に入会できる児童は、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

 (1) （略） 

 (2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する小学校又は義務教育

学校の前期課程に在籍していること。 

  

(3) （略） 

２ （略） 

 （入会許可） 

第４条 児童会に入会しようとする者は、規則で定めるところにより、市長に

申請し、その許可を受けなければならない。 

第５条～第７条 （略） 

附 則 

 

１ 池田市留守家庭児童会条例 

第１条・第２条 （略） 

 （入会資格） 

第３条 児童会に入会できる児童は、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

 (1) （略） 

 (2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、義務

教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部（以下「小学校等」とい

う。）に在籍していること。 

(3) （略） 

２ （略） 

 （入会許可） 

第４条 児童を児童会に入会させようとする保護者は、規則で定めるところに 

より、市長に申請し、その許可を受けなければならない。 

第５条～第７条 （略） 

附 則 

（施行期日） 
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        改        正        前         改        正        後 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 池田市留守家庭児童会条例の一部を改正する条例 

本則 （略） 

附 則 

１ （略） 

（経過措置） 

２ 当分の間、この条例による改正後の第３条第１項第２号に規定する児童の

１ （略） 

（入会の優先に関する特例） 

２ 当分の間、第３条第１項に規定する入会資格を有する児童で次に掲げるも

のを優先的に児童会に入会させるものとする。 

(1) 小学校等の第１学年から第４学年までに属する児童 

(2) 小学校等の第５学年又は第６学年に属する児童であって、次のいずれか 

に該当するもの 

ア 学校教育法第１条に規定する特別支援学校の小学部に在籍する児童 

イ 学校教育法第８１条に規定する特別支援学級に在籍する児童 

ウ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する

身体障害者手帳又は療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発

児第１５６号）に規定する療育手帳の交付を受けている児童 

エ アからウまでに掲げる児童に準ずる児童として市長が認める児童 

２ 池田市留守家庭児童会条例の一部を改正する条例 

本則 （略） 

附 則 

１ （略） 

（経過措置） 

２ 令和７年３月３１日までの間、この条例による改正後の第３条第１項第２
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        改        正        前         改        正        後 

うち、第１学年から第３学年（義務教育学校に在籍している児童にあって

は、前期課程の第１学年から第３学年）までに属するものを優先的に池田市

留守家庭児童会に入会させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

号に規定する児童のうち、第１学年から第３学年（義務教育学校に在籍して

いる児童にあっては、前期課程の第１学年から第３学年）までに属するもの

を優先的に池田市留守家庭児童会に入会させるものとする。 

 

 
-
 
6
2
 
-



議案第５９号 

 

 

池田市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 

池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律の施行により個人番号カードと被保険者証が一体化

されることに伴う過料の規定の整理を行うほか、保険料の徴収猶予の期間に

係る規定の整備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市国民健康保険条例（昭和３５年池田市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２２条第１項中「６箇月」を「６か月」に改め、同項第４号中「前各号」

を「前３号」に改め、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、「納期限前

７日までに」を削り、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。 

２ 保険料の納付義務者が判断能力が不十分であり、かつ、身寄りが判明しな

い状態で急患等として保険医療機関又は保険薬局を受診した場合で、当該状

態により保険料を納付することができないと認めるときは、当該納付義務者

のその状況は前項第４号に該当するものとし、当該納付義務者に係る保険料

の徴収猶予の期間は、同項の規定にかかわらず、資力の活用が可能となるま

での期間として最長１年とする。 

第２８条中「又は第９項」を「若しくは第５項」に、「、若しくは」を「、

又は」に改め、「又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返

還を求められてこれに応じない場合」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第２２条第１項及び第２項の規定は、令和６年度

分の保険料のうち令和６年１２月以後の納期限に係るもの及び令和７年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和６年度分の保険料のうち令和６年
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１１月以前の納期限に係るもの及び令和５年度以前の年度分の保険料につい

ては、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第２８条の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後にした行為について適用し、施行日前にした行為

及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措

置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の

例によることとされる場合における施行日以後にした行為については、なお

従前の例による。 
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議案第５９号  説  明 

 

池田市国民健康保険条例の一部改正について   

 

１ 保険料の徴収猶予の期間について、最長６か月であるところ、保険料の納

付義務者が判断能力が不十分であり、かつ、身寄りが判明しない状態で急患

等として医療機関等を受診した場合で保険料を納付することができないと認

めるときは、資力の活用が可能となるまでの期間として最長１年とするもの

であること。また、保険料の徴収猶予に係る申請の期限について、所要の規

定の整備を行うものであること。 

（第２２条関係） 

２ 保険料の滞納による被保険者証の返還の求めに応じない者に対する過料を

廃止し、及び引用条項の整理を行うものであること。 

（第２８条関係） 

３ この条例は、令和６年１２月２日から施行するものであること。また、所

要の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５９号  参  考 

池田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第２１条 （略） 

（保険料の徴収猶予） 

第２２条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当すること

によりその納付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができな

いと認める場合においては、その者の申請によってその納付することができ

ないと認められる金額を限度として、６箇月以内の期間を限って徴収猶予す

ることができる。 

(1)～(3) （略） 

(4) 前各号に掲げる理由に類する理由があったとき。 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定により保険料の徴収猶予を受けようとする者は、納期限前７日

までに市長に申請しなければならない。 

第１条～第２１条 （略） 

（保険料の徴収猶予） 

第２２条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当すること

によりその納付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができな

いと認める場合においては、その者の申請によってその納付することができ

ないと認められる金額を限度として、６か月以内の期間を限って徴収猶予す

ることができる。 

(1)～(3) （略） 

(4) 前３号に掲げる理由に類する理由があったとき。 

２ 保険料の納付義務者が判断能力が不十分であり、かつ、身寄りが判明しな

い状態で急患等として保険医療機関又は保険薬局を受診した場合で、当該状

態により保険料を納付することができないと認めるときは、当該納付義務者

のその状況は前項第４号に該当するものとし、当該納付義務者に係る保険料

の徴収猶予の期間は、同項の規定にかかわらず、資力の活用が可能となるま

での期間として最長１年とする。 

３ 前２項の規定により保険料の徴収猶予を受けようとする者は、市長に申請

しなければならない。 

 
-
 
6
7
 
-



        改        正        前         改        正        後 

第２３条～第２７条 （略） 

第２８条 世帯主が、法第９条第１項又は第９項の規定による届出をせず、若

しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若しくは第４項の規定により被

保険者証の返還を求められてこれに応じない場合においては、その者に対

し、１００，０００円以下の過料を科する。 

第２９条～第３１条 （略） 

第２３条～第２７条 （略） 

第２８条 世帯主が、法第９条第１項若しくは第５項の規定による届出をせ

ず、又は虚偽の届出をした場合においては、その者に対し、１００，０００

円以下の過料を科する。 

 

第２９条～第３１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
-
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議案第６０号 

 

 

池田市建築基準法施行条例等の一部改正について 

           ああ 

 

 池田市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

  建築基準法の一部改正に伴う引用条項の整理等を行うため、関係条例の一

部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例（案） 

 

（池田市建築基準法施行条例の一部改正） 

第１条 池田市建築基準法施行条例（平成１３年池田市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条の見出し中「の選任」を削り、同条第１項中「選任し」を「定め」

に改め、同条第３項中「に規定する国の機関の長等が」を「の規定による通

知を行う国の機関の長等（法第１２条第２項に規定する国の機関の長等をい

う。次項において同じ。）が」に、「選任し」を「定め」に改め、同条に次

の１項を加える。 

４ 第２項の規定は、法第１８条第４項（法第８８条第１項及び第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による通知を行う国の機関の長等が工

事監理者を定め、又は変更した場合について準用する。 

別表の２の項中「法第１８条第４項ただし書」を「第１８条第５項ただし

書」に改め、同表の３の項中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０項」

に改め、同表の４の項中「第７条の３第２項」を「第７条の３第１項」に、

「第１８条第１９項」を「第１８条第２８項」に改め、同表の５の項中「第

１８条第２４項第１号」を「第１８条第３８項第１号」に改め、同表の５７

の項中「の法第７条第１項」を「の同項」に、「又は法第１８条第１６項」

を「又は法第１８条第２０項」に、「が法第１８条第１６項」を「が同項」

に、「の法第１８条第１６項」を「の同項」に改め、同表の５９の項及び６

５の項中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０項」に改める。 

別表の付表３中「第７条の３第２項又は第１８条第１９項の規定に基づく

中間検査の申請」を「第７条の３第１項の規定による中間検査の申請又は法
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第１８条第２８項の規定による特定工程に係る工事を終えた旨の通知」に、

「審査」を「検査」に改める。 

（池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る手数料条例の一部改

正） 

第２条 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る手数料条例（平

成２１年池田市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

   第３条第２項中「第１８条第４項ただし書」を「第１８条第５項ただし書」

に改める。 

 （池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例の一部改正） 

第３条 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例（平成２

５年池田市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

   第３条第２項中「第１８条第４項ただし書」を「第１８条第５項ただし書」

に改める。 

 （池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数料条

例の一部改正） 

第４条 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数

料条例（平成２８年池田市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

   第３条第４項中「第１８条第４項ただし書」を「第１８条第５項ただし書」

に改め、同条第１１項の表備考第４項第１号中「第１８条第１８項」を「第

１８条第２２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日又は地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法律第５３号）附則第

１条第３号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第６０号  説  明 

 

池田市建築基準法施行条例等の一部改正について 

 

１ 池田市建築基準法施行条例（平成１３年池田市条例第２２号）の一部改正

〔第１条関係〕 

 (1) 建築物の建築主が国、都道府県又は建築主事を置く市町村である場合の

工事監理者に係る届出について規定の整備を行うものであること。 

（第２条関係） 

(2) 引用条項を改めるとともに、規定を整備するものであること。 

（別表関係） 

２ 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る手数料条例（平成２

１年池田市条例第３号）の一部改正〔第２条関係〕 

  引用条項を改めるものであること。 

（第３条関係） 

３ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例（平成２５年

池田市条例第３号）の一部改正〔第３条関係〕 

引用条項を改めるものであること。 

（第３条関係） 

４ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数料条

例（平成２８年池田市条例第１０号）の一部改正〔第４条関係〕 

引用条項を改めるものであること。 

（第３条関係） 

５ この条例は、公布の日又は地域の自主性及び自立性を高めるための改革の

推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法律第５３号）附

則第１条第３号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行するもの
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であること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６０号  参  考 

池田市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

  １ 池田市建築基準法施行条例 

第１条 （略） 

（工事監理者の選任の届出） 

第２条 法第６条第１項（法第８８条第１項及び第２項において準用する場合

を含む。）の建築主事又は建築副主事の確認を受ける建築物の建築主又は工

作物の築造主が工事監理者を選任し、又は変更したときは、工事監理者と共

同して市長に届け出なければならない。 

２ （略） 

３ 第１項の規定は、法第１８条第２項（法第８８条第１項及び第２項におい

て準用する場合を含む。）に規定する国の機関の長等が工事監理者を選任

し、又は変更した場合について準用する。 

 

 

 

 

第３条～第９条 （略） 

別表（第５条関係） 

  １ 池田市建築基準法施行条例 

第１条 （略） 

（工事監理者の届出） 

第２条 法第６条第１項（法第８８条第１項及び第２項において準用する場合

を含む。）の建築主事又は建築副主事の確認を受ける建築物の建築主又は工

作物の築造主が工事監理者を定め、又は変更したときは、工事監理者と共同

して市長に届け出なければならない。 

２ （略） 

３ 第１項の規定は、法第１８条第２項（法第８８条第１項及び第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による通知を行う国の機関の長等（法第１

２条第２項に規定する国の機関の長等をいう。次項において同じ。）が工事

監理者を定め、又は変更した場合について準用する。 

４ 第２項の規定は、法第１８条第４項（法第８８条第１項及び第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による通知を行う国の機関の長等が工事監

理者を定め、又は変更した場合について準用する。 

第３条～第９条 （略） 

別表（第５条関係） 

 
-
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区分 金額 

１ （略） 

２ 法第６条の３第１項ただし書又は法第１８

条第４項ただし書の規定による建築主事の

審査（以下「構造計算適合性審査」とい

う。）を要する確認の申請又は計画の通知 

（略） 

３ 法第７条第１項の規定による完了検査の申

請又は法第１８条第１６項の規定による工

事を完了した旨の通知 

４ 法第７条の３第２項の規定による中間検査

の申請又は法第１８条第１９項の規定によ

る特定工程に係る工事を終えた旨の通知 

５ 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号

（法第８７条の４並びに第８８条第１項及

び第２項において準用する場合を含む。）

又は第１８条第２４項第１号若しくは第２

号（法第８７条の４並びに第８８条第１項

及び第２項において準用する場合を含

む。）の認定の申請 

６～５６ （略） 

５７ 法第８７条の４において準用する法第７条

第１項の規定による完了検査（法第８７条

 

 区分 金額 

１ （略） 

２ 法第６条の３第１項ただし書又は第１８条

第５項ただし書の規定による建築主事の審

査（以下「構造計算適合性審査」とい

う。）を要する確認の申請又は計画の通知 

（略） 

３ 法第７条第１項の規定による完了検査の申

請又は法第１８条第２０項の規定による工

事を完了した旨の通知 

４ 法第７条の３第１項の規定による中間検査

の申請又は法第１８条第２８項の規定によ

る特定工程に係る工事を終えた旨の通知 

５ 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号

（法第８７条の４並びに第８８条第１項及

び第２項において準用する場合を含む。）

又は第１８条第３８項第１号若しくは第２

号（法第８７条の４並びに第８８条第１項

及び第２項において準用する場合を含

む。）の認定の申請 

６～５６ （略） 

５７ 法第８７条の４において準用する法第７条

第１項の規定による完了検査（法第８７条

 

 
-
 
7
5
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 の４の昇降機に係る部分が法第７条第１項

の規定による完了検査の申請に含まれる場

合にあっては、当該昇降機に係る部分につ

いての法第７条第１項の規定による完了検

査をいう。）の申請又は法第１８条第１６

項の規定による工事を完了した旨の通知

（法第８７条の４の昇降機に係る部分が法

第１８条第１６項の規定による工事を完了

した旨の通知に含まれる場合にあっては、

当該昇降機に係る部分についての法第１８

条第１６項の規定による工事を完了した旨

の通知をいう。） 

 

（略） 

 

 

 

５８ （略） 

５９ 法第８８条第１項及び第２項において準用

する法第７条第１項の規定による完了検査

の申請又は法第１８条第１６項の規定によ

る工事を完了した旨の通知 

（略） 

６０～６４ （略） 

６５ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第１

１条第１項の規定による特定建築行為（同

法附則第３条第１項の規定による特定増改

築を除く。）を含む法第７条第１項の規定

（略） 

 の４の昇降機に係る部分が法第７条第１項

の規定による完了検査の申請に含まれる場

合にあっては、当該昇降機に係る部分につ

いての同項の規定による完了検査をい

う。）の申請又は法第１８条第２０項の規

定による工事を完了した旨の通知（法第８

７条の４の昇降機に係る部分が同項の規定

による工事を完了した旨の通知に含まれる

場合にあっては、当該昇降機に係る部分に

ついての同項の規定による工事を完了した

旨の通知をいう。） 

 

 

（略） 

 

 

 

５８ （略） 

５９ 法第８８条第１項及び第２項において準用

する法第７条第１項の規定による完了検査

の申請又は法第１８条第２０項の規定によ

る工事を完了した旨の通知 

（略） 

６０～６４ （略） 

６５ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第１

１条第１項の規定による特定建築行為（同

法附則第３条第１項の規定による特定増改

築を除く。）を含む法第７条第１項の規定

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

備考 （略） 

付表１・付表２ （略） 

付表３ 

 完了検査の申請又は工事を完了した旨の通知手数料表 

 １ 法第７条の３第２項又は第１８条第１９項の規定に基づく中間検査の申

請に対する審査を受けていない場合 

 

 

備考 （略） 

２ 法第７条の３第２項又は第１８条第１９項の規定に基づく中間検査の申

請に対する審査を受けている場合 

 

 

備考 （略） 

付表４～付表１０ （略） 

２ 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る手数料条例 

第１条・第２条 （略） 

 

 

備考 （略） 

付表１・付表２ （略） 

付表３ 

 完了検査の申請又は工事を完了した旨の通知手数料表 

 １ 法第７条の３第１項の規定による中間検査の申請又は法第１８条第２８

項の規定による特定工程に係る工事を終えた旨の通知に対する検査を受

けていない場合 

 

備考 （略） 

２ 法第７条の３第１項の規定による中間検査の申請又は法第１８条第２８

項の規定による特定工程に係る工事を終えた旨の通知に対する検査を受

けている場合 

 

備考 （略） 

付表４～付表１０ （略） 

２ 池田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る手数料条例 

第１条・第２条 （略） 

 による完了検査の申請又は法第１８条第１

６項の規定による工事を完了した旨の通知 
 

 

 による完了検査の申請又は法第１８条第２

０項の規定による工事を完了した旨の通知 
 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

（手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２ 法第６条第２項（法第８条第２項において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定による申出にあっては、前項の手数料（法第８条第２項におい

て準用する法第６条第２項の規定による申出にあっては、第６項の手数料）

のほか、次表の左欄に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号。以下「基準法」という。）第６条の３第１項の規

定による構造計算適合性判定（以下「構造計算適合性判定」という。）を要

するものの手数料の徴収は、基準法第６条の３第７項の規定による適合判定

通知書（以下「適合判定通知書」という。）の提出がない場合及び基準法第

６条の３第１項ただし書又は第１８条第４項ただし書の規定による建築主事

の審査（以下「構造計算適合性審査」という。）を行わない場合に限

る。）。 

 

 備考 （略） 

３～１０ （略） 

第４条～第６条 （略） 

３ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

 （手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２ 法第６条第２項（法第８条第２項において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定による申出にあっては、前項の手数料（法第８条第２項におい

て準用する法第６条第２項の規定による申出にあっては、第６項の手数料）

のほか、次表の左欄に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号。以下「基準法」という。）第６条の３第１項の規

定による構造計算適合性判定（以下「構造計算適合性判定」という。）を要

するものの手数料の徴収は、基準法第６条の３第７項の規定による適合判定

通知書（以下「適合判定通知書」という。）の提出がない場合及び基準法第

６条の３第１項ただし書又は第１８条第５項ただし書の規定による建築主事

の審査（以下「構造計算適合性審査」という。）を行わない場合に限

る。）。 

 

 備考 （略） 

３～１０ （略） 

第４条～第６条 （略） 

３ 池田市都市の低炭素化の促進に関する法律に係る手数料条例 

（略） 

 

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

第１条・第２条 （略） 

（手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２ 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による申出にあっては、前項の手数料（法第５５条第２項において準用

する法第５４条第２項の規定による申出（申出をしようとする低炭素建築物

新築等計画の評価手法が当該低炭素建築物新築等計画の直近の認定等に係る

評価手法と同一でない場合及び変更認定の申請に係る建築物の部分の床面積

の合計の増加を含む場合を除く。）にあっては、第６項の手数料）のほか、

次表の左欄に掲げる床面積の合計に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる金額

の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）第６条の３第１項の規定による構造計算適合性判定（以下「構造

計算適合性判定」という。）を要するものの手数料の徴収は、建築基準法第

６条の３第７項の規定による適合判定通知書（以下「適合判定通知書」とい

う。）の提出がない場合及び建築基準法第６条の３第１項ただし書又は第１

８条第４項ただし書の規定による建築主事の審査（以下「構造計算適合性審

査」という。）を行わない場合に限る。）。 

 

備考 （略） 

第１条・第２条 （略） 

（手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２ 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による申出にあっては、前項の手数料（法第５５条第２項において準用

する法第５４条第２項の規定による申出（申出をしようとする低炭素建築物

新築等計画の評価手法が当該低炭素建築物新築等計画の直近の認定等に係る

評価手法と同一でない場合及び変更認定の申請に係る建築物の部分の床面積

の合計の増加を含む場合を除く。）にあっては、第６項の手数料）のほか、

次表の左欄に掲げる床面積の合計に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる金額

の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）第６条の３第１項の規定による構造計算適合性判定（以下「構造

計算適合性判定」という。）を要するものの手数料の徴収は、建築基準法第

６条の３第７項の規定による適合判定通知書（以下「適合判定通知書」とい

う。）の提出がない場合及び建築基準法第６条の３第１項ただし書又は第１

８条第５項ただし書の規定による建築主事の審査（以下「構造計算適合性審

査」という。）を行わない場合に限る。）。 

 

備考 （略） 

（略） 

 

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

３～８ （略） 

第４条～第６条 （略） 

  ４ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数

料条例 

第１条・第２条 （略） 

（手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 法第３５条第２項（法第３６条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による申出にあっては、前項の手数料（法第３６条第２項において準用

する法第３５条第２項の規定による申出（申出をしようとする建築物エネル

ギー消費性能向上計画の評価手法が当該建築物エネルギー消費性能向上計画

の直近の認定等に係る評価手法と同一でない場合及び変更認定の申請に係る

建築物の部分の床面積の合計の増加を含む場合を除く。）にあっては、第８

項の手数料）のほか、次表の左欄に掲げる床面積の合計に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の３第１項の規定による構造計算適

合性判定（以下「構造計算適合性判定」という。）を要するものの手数料の

徴収は、建築基準法第６条の３第７項の規定による適合判定通知書（以下こ

３～８ （略） 

第４条～第６条 （略） 

  ４ 池田市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に係る手数

料条例 

第１条・第２条 （略） 

（手数料の徴収） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 法第３５条第２項（法第３６条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による申出にあっては、前項の手数料（法第３６条第２項において準用

する法第３５条第２項の規定による申出（申出をしようとする建築物エネル

ギー消費性能向上計画の評価手法が当該建築物エネルギー消費性能向上計画

の直近の認定等に係る評価手法と同一でない場合及び変更認定の申請に係る

建築物の部分の床面積の合計の増加を含む場合を除く。）にあっては、第８

項の手数料）のほか、次表の左欄に掲げる床面積の合計に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申請者から徴収する（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の３第１項の規定による構造計算適

合性判定（以下「構造計算適合性判定」という。）を要するものの手数料の

徴収は、建築基準法第６条の３第７項の規定による適合判定通知書（以下こ

 
-
 
8
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-



        改        正        前         改        正        後 

の条において「適合判定通知書」という。）の提出がない場合及び建築基準

法第６条の３第１項ただし書又は第１８条第４項ただし書の規定による建築

主事の審査（以下この条において「構造計算適合性審査」という。）を行わ

ない場合に限る。）。 

 

備考 （略） 

５～１０ （略） 

１１ 法第４１条第１項の規定による認定の申請にあっては、次表の中欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申

請者から徴収する。 

 

備考 

１～３ （略） 

４ 「省エネ基準適合判定通知書等」とは、次に掲げるものとする。 

(1) 法第１２条第６項に規定する適合判定通知書及び建築基準法第７条

第５項、第７条の２第５項又は第１８条第１８項に規定する検査済証

（以下この備考において「検査済証」という。） 

(2)・(3) （略） 

５・６ （略） 

の条において「適合判定通知書」という。）の提出がない場合及び建築基準

法第６条の３第１項ただし書又は第１８条第５項ただし書の規定による建築

主事の審査（以下この条において「構造計算適合性審査」という。）を行わ

ない場合に限る。）。 

 

備考 （略） 

５～１０ （略） 

１１ 法第４１条第１項の規定による認定の申請にあっては、次表の中欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる金額の手数料を申請の際に申

請者から徴収する。 

 

備考 

１～３ （略） 

４ 「省エネ基準適合判定通知書等」とは、次に掲げるものとする。 

(1) 法第１２条第６項に規定する適合判定通知書及び建築基準法第７条

第５項、第７条の２第５項又は第１８条第２２項に規定する検査済証

（以下この備考において「検査済証」という。） 

(2)・(3) （略） 

５・６ （略） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 
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        改        正        前         改        正        後 

第４条～第６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第６条 （略） 
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議案第６１号 

 

 

大阪府後期高齢者医療広域連合規約 

の変更に関する協議について    

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、

大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更について関係市町村と協議するため、

同法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和６年９月４日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

理  由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律の施行により個人番号カードと被保険者証が一体化

されることに伴う市町村が行う事務の整理等を行うため、本規約の一部を変

更するものである。 

 

 - 83 -



大阪府後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約（案） 

 

 大阪府後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月１７日大阪府指令市第

３２０５号）の一部を次のように変更する。 

 別表第１中「被保険者証及び被保険者資格証明書」を「資格確認書等」に改

める。 

別表第２の備考中「及び外国人登録原票」を削る。 

附 則 

この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 

 - 84 -



議案第６１号  説  明 

 

大阪府後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について 

 

１ 市町村が行う事務について、被保険者証及び被保険者資格証明書の引渡し

及び返還の受付に係る事務を廃止し、並びに新たに資格確認書等の引渡し及

び返還の受付に係る事務を定めるものであること。 

 （別表第１関係） 

２ 所要の規定の整備を行うものであること。 

 （別表第２関係） 

３ この規約は、令和６年１２月２日から施行するものであること。 

（変更規約附則関係） 

 - 85 -



議案第６１号  参  考 

大阪府後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約（案）対照表 

        変        更        前         変        更        後 

本則 （略） 

別表第１（第４条関係） 

 

 

 

 

 

別表第２（第１７条関係） 

 

備考 

１ 高齢者人口割については、前年度の９月３０日現在の住民基本台帳及

び外国人登録原票に基づく満７５歳以上の人口による。 

２ 人口割については、前年度の９月３０日現在の住民基本台帳及び外国

人登録原票に基づく人口による。 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１（第４条関係） 

 

 

 

 

 

別表第２（第１７条関係） 

 

備考 

１ 高齢者人口割については、前年度の９月３０日現在の住民基本台帳に

基づく満７５歳以上の人口による。 

２ 人口割については、前年度の９月３０日現在の住民基本台帳に基づく

人口による。 

 

項 関係市町村において行う事務 

１ （略） 

２ 被保険者証及び被保険者資格証明書の引渡し 

３ 被保険者証及び被保険者資格証明書の返還の受付 

４～６ （略） 

 

（略） 

項 関係市町村において行う事務 

１ （略） 

２ 資格確認書等の引渡し 

３ 資格確認書等の返還の受付 

４～６ （略） 

 

（略） 

 
-
 
8
6
 
-



議案第６２号 

  

  

大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び大阪 

広域水道企業団規約の変更に関する協議について    

  

  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、大

阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び大阪広域水道企業団規約の変

更について関係市町村と協議するため、同法第２９０条の規定により、議会の

議決を求める。 

  

  

令和６年９月４日 提出 

  

  

池田市長 瀧 澤 智 子 

  

  

理  由 

大阪広域水道企業団の共同処理する事務について岸和田市、八尾市、富田

林市、柏原市及び高石市に係る水道事業の経営に関する事務を追加する変更

を行い、並びに当該変更に伴う大阪広域水道企業団規約の変更を行うもので

ある。 
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大阪広域水道企業団規約の一部を変更する規約（案） 

  

大阪広域水道企業団規約（平成２２年１１月２日大阪府知事許可）の一部を

次のように変更する。 

別表第２中「藤井寺市」を「岸和田市、八尾市、富田林市、柏原市、高石市、

藤井寺市」に改める。 

附 則 

この規約は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第６２号  説  明 

 

大阪広域水道企業団規約の一部変更について 

 

１ 大阪広域水道企業団の共同処理する事務について、岸和田市、八尾市、富

田林市、柏原市及び高石市に係る水道事業の経営に関する事務を追加するも

のであること。 

（別表第２関係） 

２ この規約は、令和７年４月１日から施行するものであること。 

（変更規約附則関係） 
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議案第６２号  参  考 

大阪広域水道企業団規約の一部を変更する規約（案）対照表 

        変        更        前         変        更        後 

本則 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第３条関係） 

 

 

藤井寺市、泉南市、四條畷市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠

岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町、河南町、千早赤阪村 

 

 

岸和田市、八尾市、富田林市、柏原市、高石市、藤井寺市、泉南市、四條

畷市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、田尻町、

岬町、太子町、河南町、千早赤阪村 

 
-
 
9
0
 
-



議案第６３号 

 

 

池田市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

  下記の者を池田市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所                   

 

  氏 名     平 安 孝 至 

 

              生    

 

 

   令和６年９月４日  提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市固定資産評価審査委員会委員平安孝至氏は、来る令和６年１０月３

１日をもって任期満了となるため、その後任を選任するものである。 
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議案第６４号

　令和６年度池田市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ４３１,０２５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１１,０４３,６１６千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　

　　令和６年９月４日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

令和６年度池田市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

 
-
 
9
2
 
-



 
-
 
9
3
 
-

7



議案第６４号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

国民健康保険特別会計 第２号

令和６年度

 
-
 
9
4
 
-



 
-
 
9
5
 
-

7



歳 入

 
-
 
9
6
 
-



 
-
 
9
7
 
-



 
-
 
9
8
 
-

7



 
-
 
9
9
 
-



歳 出

 
-
 
1
0
0
 
-



 
-
 
1
0
1
 
-



 
-
 
1
0
2
 
-



 
-
 
1
0
3
 
-



参 考 資 料

 
-
 
1
0
4
 
-



 
-
 
1
0
5
 
-

7



 
-
 
1
0
6
 
-



 
-
 
1
0
7
 
-



議案第６５号

　令和６年度池田市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２３１,８０７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１０,８３７,３４３千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和６年９月４日　提出

令和６年度池田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

 
-
 
1
0
8
 
-



 
-
 
1
0
9
 
-

10



議案第６５号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

介護保険事業特別会計 第２号

令和６年度

 
-
 
1
1
0
 
-



 
-
 
1
1
1
 
-

10



歳 入

 
-
 
1
1
2
 
-



 
-
 
1
1
3
 
-

10



歳 出

 
-
 
1
1
4
 
-



 
-
 
1
1
5
 
-



 
-
 
1
1
6
 
-



 
-
 
1
1
7
 
-



参 考 資 料

 
-
 
1
1
8
 
-



 
-
 
1
1
9
 
-



 
-
 
1
2
0
 
-

10



 
-
 
1
2
1
 
-



 
-
 
1
2
2
 
-



 

 
-
 
1
2
3
 
-



議案第６６号

　令和６年度池田市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ６８,７３５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　２,４４３,５３５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入

　歳出予算補正」による。

　　令和６年９月４日　提出

令和６年度池田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

 
-
 
1
2
4
 
-



 
-
 
1
2
5
 
-

5



議案第６６号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

後期高齢者医療事業特別会計 第１号

令和６年度

 
-
 
1
2
6
 
-



 
-
 
1
2
7
 
-

5



歳 入

 
-
 
1
2
8
 
-



 
-
 
1
2
9
 
-

5



歳 出

 
-
 
1
3
0
 
-



 
-
 
1
3
1
 
-



参 考 資 料

 
-
 
1
3
2
 
-



 
-
 
1
3
3
 
-

5



 
-
 
1
3
4
 
-



 

 
-
 
1
3
5
 
-



議案第６７号

　令和６年度池田市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ６４４,９５３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４５,７２０,４６９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　　令和６年９月４日　提出

令和６年度池田市一般会計補正予算（第５号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

 
-
 
1
3
6
 
-



 
-
 
1
3
7
 
-



 
-
 
1
3
8
 
-



期 間 限 度 額

第２表　債務負担行為補正

学 校 給 食 配 送 事 業

事 項

令和７年度 70,000千円

市 民 税 事 務 事 業 令和７年度 2,300千円

 
-
 
1
3
9
 
-



議案第６７号　　説　　明

令和６年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ５ 号

 
-
 
1
4
0
 
-



 
-
 
1
4
1
 
-

0



歳 入

 
-
 
1
4
2
 
-



 
-
 
1
4
3
 
-



 
-
 
1
4
4
 
-



 
-
 
1
4
5
 
-



 
-
 
1
4
6
 
-



 
-
 
1
4
7
 
-



 
-
 
1
4
8
 
-



 
-
 
1
4
9
 
-



歳 出

 
-
 
1
5
0
 
-



 
-
 
1
5
1
 
-

0



 
-
 
1
5
2
 
-



 
-
 
1
5
3
 
-



 
-
 
1
5
4
 
-



 
-
 
1
5
5
 
-



一 般 職

給 与 費

区 分
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計

( 931 ) 人 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

( 935 ) 人

( △ 4 ) 人

時 間 外 勤 務 手 当

千円　

143,754  

145,935  

△ 2,181  

比　　　較 △ 2,023  0  △ 2,181  △ 4,204  

職 員 手 当

の 内 訳

区　　 　分 増　　 減　　 事　　 由

補 正 後

　個人住民税賦課業務委託化に伴う減少補 正 前

比 較

682  

△ 376  △ 4,580  0  

1,426,747  8,937,734  補 正 前 1,722,609  2,792,025  2,996,353  7,510,987  

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

(   )内は、短時間勤務職員

職  員  数

補 正 後 682  1,720,586  2,792,025  2,994,172  7,506,783  1,426,371  8,933,154  

 
-
 
1
5
6
 
-



 
-
 
1
5
7
 
-



参 考 資 料

 
-
 
1
5
8
 
-



 
-
 
1
5
9
 
-



 
-
 
1
6
0
 
-



 
-
 
1
6
1
 
-



 
-
 
1
6
2
 
-



 
-
 
1
6
3
 
-



 
-
 
1
6
4
 
-



 
-
 
1
6
5
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 25,200,977     △ 4,580     25,196,397     

人　  件　  費 9,459,186     △ 4,580     9,454,606     

扶　  助　  費 11,419,546     ─  　 11,419,546     

公　  債　  費 4,322,245     ─  　 4,322,245     

 投 資 的 経 費 2,843,168     ─  　 2,843,168     

 そ　   の   　他 17,031,371     649,533     17,680,904     

物　  件　  費 7,871,418     16,426     7,887,844     

そ　  の　  他 9,159,953     633,107     9,793,060     

45,075,516     644,953     45,720,469     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表

 
-
 
1
6
6
 
-



 
-
 
1
6
7
 
-

0.2 9.4



 
-
 
1
6
8
 
-



議案第６８号 

 

 

令和５年度池田市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和５年度池田市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第６９号 

 

 

令和５年度池田市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和５年度池田市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７０号 

 

 

令和５年度池田市公共下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和５年度池田市公共下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を

付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

 

 - 171 -



議案第７１号 

 

 

令和５年度池田市国民健康保険特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和５年度池田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７２号 

 

 

令和５年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和５年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書

を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７３号 

 

 

令和５年度池田市介護保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和５年度池田市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７４号 

 

 

令和５年度池田市後期高齢者医療事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてああああああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和５年度池田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７５号 

 

 

令和５年度池田市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和５年度池田市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付け

て、議会の認定に付する。 

 

 

  令和６年９月４日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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